
（運用基準　様式３）

１　委託業務内容

２　契約の相手方

３　契約金額

４　契約日

５　評価結果

順位 提案者

1 中高年事業団やまて企業組合　横浜支店

※評価委員は５名（全員出席）

７　問い合わせ先

　平成３１年１月１８日　　　プロポーザルによるヒアリング及び評価委員会を実施

　健康福祉局生活支援課援護対策担当

６　実施経過

　　平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日

評価点数/総得点

６４６点/８３５点

※評価委員会にて、最低基準を各委員の配点の６割である１０１点×５名＝５０５点と設定し、最低基準を上回っていた業者と契約を締結
しました。

※評価委員会事務局は、健康福祉局生活福祉部生活支援課援護対策担当が行いました。

　平成３０年１１月２２日　　プロポーザルの実施について本市ホームページに掲載
　平成３１年１月７日　　　　提案書提出締め切り　（応募は１者）

　　￥２６，６４３，３０３．－

　　　　　　　令和1 年　7月　1日

　　健康福祉局生活福祉部生活支援課
援護対策担当

「平成31年度　横浜市自立生活安定化支援事業業務委託契約」契約結果

　　「平成31年度　横浜市自立生活安定化支援事業業務委託」について、公募型プロポーザル方式で受託者選定を特定し、次の通り契約
しました。

　　中高年事業団やまて企業組合　横浜支店

本来一時的な利用が前提である簡易宿所等や無料低額宿泊所、法的位置づけのない施設を居所としている生活
保護受給者のうち、緊急連絡先がないことや民間賃貸住宅等での生活経験が乏しいなどの理由伊より、民間賃
貸住宅等への転居が困難な方に対して、民間賃貸住宅等への転居促進及び転居後の安定した生活継続の支援
を図る
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